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(57)【要約】
【課題】通常の熱間鍛造でも、その後の冷却および熱処理で部品内の組織を制御すること
によって被削性を低下させることなく、疲労強度、靱性を向上させた機械構造用鋼部品、
およびその製造方法を提供する。
【解決手段】質量％でＣ：０．０５～０．２０％、Ｓｉ：０．１０～１．００％、Ｍｎ：
０．７５～３．００％、Ｐ：０．００１～０．０５０％、Ｓ：０．００１～０．２００％
、Ｖ：０．２０超～０．２５％、Ｃｒ：０．０１～１．００％、Ａｌ：０．００１～０．
５００％、Ｎ：０．００８０～０．０２００％を含有し、残部がＦｅ及び不可避的不純物
よりなる鋼からなり、鋼組織が、面積率で９５％以上がベイナイト組織であると共にベイ
ナイトラスの幅が５μｍ以下であり、鋼中にＶ炭窒化物が分散したものである。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、
Ｃ：０．０５～０．２０％、
Ｓｉ：０．１０～１．００％、
Ｍｎ：０．７５～３．００％、
Ｐ：０．００１～０．０５０％、
Ｓ：０．００１～０．２００％、
Ｖ：０．２０超～０．２５％、
Ｃｒ：０．０１～１．００％
Ａｌ：０．００１～０．５００％
Ｎ：０．００８０～０．０２００％
を含有し、残部がＦｅ及び不可避的不純物よりなる鋼からなり、鋼組織が、面積率で９５
％以上がベイナイト組織であると共にベイナイトラスの幅が５μｍ以下であり、鋼中にＶ
炭窒化物が分散したものであることを特徴とする機械構造用鋼部品。
【請求項２】
　さらに、質量％で、
Ｃａ：０．０００３～０．０１００％
Ｍｇ：０．０００３～０．０１００％
Ｚｒ：０．０００５～０．１０００％
のうちの１種または２種以上を含有することを特徴とする請求項１記載の機械構造用鋼部
品。
【請求項３】
　さらに、質量％で、
Ｍｏ：０．０１～１．００％
Ｎｂ：０．００１～０．２００％
Ｔｉ：０．００１～０．３００％
のうちの１種または２種以上を含有することを特徴とする請求項１または２記載の機械構
造用鋼部品。
【請求項４】
　２０℃でのシャルピー吸収エネルギーが８０Ｊ／ｃｍ２以上であり、耐久比が０．６０
以上であることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の機械構造用鋼部品。
【請求項５】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の成分組成からなる鋼材を、１１００℃以上、１３
００℃以下に加熱して熱間鍛造し、該熱間鍛造後、３００℃までにおける平均冷却速度を
３℃／秒以上、１２０℃／秒以下で冷却し、該冷却後５５０℃以上、７００℃以下の温度
範囲内で時効処理を施すことを特徴とする機械構造用鋼部品の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車を始めとする輸送機器や産業機械などの機械構造用鋼部品およびその
製造方法に関し、特に被削性を低下させることなく、高疲労強度、高靭性機械構造用鋼部
品、およびその製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　旧来、自動車や産業機械等の機械構造部品の多くは、素材棒鋼から部品形状に熱間鍛造
した後、再加熱し、焼入れ焼戻しの調質処理を施すことによって、高強度および高靱性を
付与してきた。近年では、製造コストの低減の観点から、焼入れ焼戻しの調質処理工程の
省略が進められおり、例えば、特許文献１などに見られるように、熱間鍛造ままでも高強
度および高靱性を付与できる非調質鋼が提案されてきた。しかしながら、これら高強度高
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靱性の非調質鋼の機械構造用鋼部品への適用において、実際に障害となるものは高疲労強
度化と被削性を両立させることである。
【０００３】
　一般に疲労強度は引張強さに依存するとされ、引張強さを高くすれば疲労強度は高くな
る。その一方で引張強さの上昇は被削性を低下する。機械構造用鋼部品の多くは、熱間鍛
造後、切削加工を必要とし、その切削コストは部品の製造コストの大半を占める。引張強
さの上昇による被削性の低下は部品の製造コストの大幅な増加につながる。一般に引張強
さが１２００ＭＰａを超えると著しく被削性が低下し、製造コストが大幅に増加するため
、この強度を超える高強度化は実用上困難である。従って、これら機械構造用部品におい
て、被削性の低下による切削コストの増加は高疲労強度化のネックであり、高疲労強度化
と被削性の両立技術が求められている。
【０００４】
　高強度でありながら被削性を確保させる従来の知見として、例えば、特許文献２では、
鋼中に多量のＶを添加し、時効処理により析出したＶ炭窒化物が機械加工時に工具面に付
着して保護し、工具摩耗の防止に効果のあることを提案している。しかしながら、被削性
を確保するためには、多量のＶが必要とし高合金のため熱間延性が著しく低い。このよう
な鋼を用いた場合、鋳造時に発生する割れや疵と、その後の熱間加工、すなわち素材棒鋼
の熱間圧延や、部品の熱間鍛造時の疵発生の問題が生じる。
【０００５】
　また、高疲労強度化と被削性を両立させる手段として、疲労強度と引張強さの比、すな
わち耐久比(疲労強度／引張強さ)を向上させることが有効である。例えば、特許文献３で
は、ベイナイト主体の金属組織とし組織中の高炭素島状マルテンサイトおよび残留オース
テナイトを低減することが有効であると提案している。しかしながら、耐久比は高々０．
５６以下であり、被削性を低下させることなく、強度を高めるには限界があり、これら疲
労強度はいずれも低い。
【０００６】
　また、例えば、特許文献４では、８００～１０５０℃の温度域での亜熱間鍛造によって
成形後、微細フェライト－ベイナイト組織とし、その後の時効処理によってＶ炭窒化物を
析出することが有効であると提案している。一般に高耐久比化を図ると靱性が低下する傾
向を示すが、亜熱間鍛造によりフェライト－ベイナイト組織を微細化することで靱性を改
善している。しかしながら、靱性の必要な機械構造用鋼部品において、その靱性の改善は
小さい。また８００～１０５０℃の温度域での亜熱間鍛造では、鍛造負荷が大きく、型の
寿命を著しく低下するため工業上、生産が困難である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平１－１９８４５０号公報
【特許文献２】特開２００４－１６９０５５号公報
【特許文献３】特開平４－１７６８４２号公報
【特許文献４】特許３３００５１１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、通常の熱間鍛造でも、その後の冷却および熱処理で部品内の組織を制御する
ことによって被削性を低下させることなく、疲労強度、靱性を向上させた機械構造用鋼部
品、およびその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
本発明は、熱間鍛造後に、比較的速い冷却速度で冷却することで主体組織を微細なベイナ
イトとした上で、時効処理にて鋼中にＶ炭窒化物を析出させることにより、高シャルピー
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吸収エネルギーおよび高耐久比を有し、被削性を低下させることなく、疲労強度、靭性を
向上させた機械構造用鋼部品を得ることを見出し、本発明を完成した。
【００１０】
　本発明の要旨は、以下の通りである。
【００１１】
　（１）質量％で、Ｃ：０．０５～０．２０％、Ｓｉ：０．１０～１．００％、Ｍｎ：０
．７５～３．００％、Ｐ：０．００１～０．０５０％、Ｓ：０．００１～０．２００％、
Ｖ：０．２０超～０．２５％、Ｃｒ：０．０１～１．００％、Ａｌ：０．００１～０．５
００％、Ｎ：０．００８０～０．０２００％を含有し、残部がＦｅ及び不可避的不純物よ
りなる鋼からなり、鋼組織が、面積率で９５％以上がベイナイト組織であると共にベイナ
イトラスの幅が５μｍ以下であり、鋼中にＶ炭窒化物が分散したものであることを特徴と
する機械構造用鋼部品。
【００１２】
　（２）さらに、質量％で、Ｃａ：０．０００３～０．０１００％、Ｍｇ：０．０００３
～０．０１００％、Ｚｒ：０．０００５～０．１０００％のうちの１種または２種以上を
含有することを特徴とする上記（１）に記載の機械構造用鋼部品。
【００１３】
　（３）さらに、質量％で、Ｍｏ：０．０１～１．００％、Ｎｂ：０．００１～０．２０
０％、Ｔｉ：０．００１～０．３００％のうちの１種または２種以上を含有することを特
徴とする上記（１）または（２）に記載の機械構造用鋼部品。
【００１４】
　（４）２０℃でのシャルピー吸収エネルギーが８０Ｊ／ｃｍ２以上であり、耐久比が０
．６０以上であることを特徴とする上記（１）～（３）のいずれか１項に記載の機械構造
用鋼部品。
【００１５】
　（５）上記（１）ないし（３）のいずれか１項に記載の成分組成からなる鋼材を、１１
００℃以上、１３００℃以下に加熱して熱間鍛造し、該熱間鍛造後、３００℃までにおけ
る平均冷却速度を３℃／秒以上、１２０℃／秒以下で冷却し、該冷却後５５０℃以上、７
００℃以下の温度範囲内で時効処理を施すことを特徴とする機械構造用鋼部品の製造方法
。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、鋼成分範囲、組織形態および熱処理条件を選択することにより、切削
コストを増加することなく、高疲労強度・高靱性の機械構造用鋼部品を提供することが可
能となり、産業上極めて効果の大きいものである。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　本発明者らは、上述した目的に対し、鋼成分範囲、組織形態、および熱処理条件につい
て鋭意検討し、その結果、以下の（ａ）～（ｃ）を知見した。
（ａ）面積率で９５％以上のベイナイト組織で、ベイナイトラスの幅が５μｍ以下の微細
組織にした上で、時効処理にて鋼中に微細なＶ炭窒化物を析出させることにより、２０℃
でのＵノッチシャルピー吸収エネルギーが８０Ｊ／ｃｍ２以上、耐久比が０．６０以上の
高靭性、高耐久比を有する。従来の非調質鋼の耐久比は０．４８程度で、耐久比が０．６
０以上に向上するということは、例えば、引張強さ１１００ＭＰａの場合、引張強さを上
げることなく疲労強度を約１３０ＭＰａ以上、向上することができる。したがって、被削
性は引張強さに強く依存されるため、耐久比の向上は被削性を低下させることなく疲労強
度を向上し、被削性と高疲労強度化の両立につながる。
（ｂ）低Ｃ、高ＮおよびＶ添加した鋼材を熱間鍛造成形した後、３００℃までにおける平
均冷却速度を３℃／秒以上、１２０℃／秒以下の上記速度範囲に設定することで、通常の
熱間鍛造でも所望の微細なベイナイト組織が得られる。
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（ｃ）時効処理の温度が高ければ高いほど耐久比が向上する。これは、時効温度５５０～
７００℃までの温度域では、時効温度が高ければ高いほどＶ炭窒化物やセメンタイトとい
った析出物は粗大化し引張強さは顕著に低下するが、疲労強度は低下することなく上昇ま
たは維持するためである。
【００１８】
　本発明は、これら知見に基づいて、さらに検討を重ねて初めて完成したものである。
【００１９】
　以下、本発明について詳細に説明する。まず、上述した機械構造用鋼部品の鋼成分範囲
の限定理由について説明する。
【００２０】
　Ｃ：０．０５～０．２０％
　Ｃは鋼の強度を決める重要な元素である。部品として十分に強度を得るためには、下限
は０．０５％とする。他の合金元素に比べて合金コストは安く、Ｃを多量に添加すること
ができれば鋼材の合金コストは低減できる。しかしながら、多量のＣを添加すると、ベイ
ナイト変態時にラスの境界にＣが濃縮した残留オーステナイトや島状マルテンサイトが生
成し、靱性や耐久比が低下するため、上限は０．２０％とする。
【００２１】
　Ｓｉ：０．１０～１．００％
　Ｓｉは鋼の強度を高める元素として、また脱酸元素として有効な元素である。これら効
果を得るためには、下限は０．１０％とする。またＳｉはフェライト変態を促進する元素
であり、１．００％超では、旧オーステナイトの粒界にフェライトが生成し、疲労強度、
耐久比が顕著に低下するため、上限は１．００とする。
【００２２】
　Ｍｎ：０．７５～３．００％
　Ｍｎはベイナイト変態を促進する元素であり、熱間鍛造後の冷却過程で組織をベイナイ
トとするために重要な元素である。さらにＳと結合して硫化物を形成し、被削性を向上さ
せる効果があり、またオーステナイト粒の成長を抑制し高靱性を維持する効果もある。こ
れら効果を発揮するためには、下限は０．７５％とする。一方、３．００％超のＭｎ量を
添加すると素地の硬さが大きくなり脆くなるため、かえって靱性や被削性が顕著に低下す
る。上限は３．００％とする。
【００２３】
　Ｐ：０．００１～０．０５０％
　Ｐは鋼中に不可避的不純物として通常、０．００１％以上は含有しているため、下限を
０．００１％以上とする。そして、含有されたＰは旧オーステナイトの粒界等に偏析し、
靭性を顕著に低下するため、上限は０．０５０％に制限する。好ましくは０．０３０％以
下であり、より好ましくは０．０１０％である。
【００２４】
　Ｓ：０．００１～０．２００％
　ＳはＭｎと硫化物を形成し、被削性を向上させる効果があり、またオーステナイト粒の
成長を抑制し高靱性を維持する効果もある。これら効果を発揮するためには、下限は０．
００１％とする。しかし、Ｍｎ量にも依存するが、多量に添加すると靱性等の機械的性質
に異方性が大きくなることから、上限は０．２００％とする。
【００２５】
　Ｖ：０．２０超～０．２５％
　Ｖは炭窒化物を形成し、ベイナイト組織を析出強化し強度、耐久比を高めるのに有効な
元素である。この効果を十分に得るには０．２０％超の含有量が必要である。一方、０．
２５％を超えると、その効果は飽和し、合金コストがかさむため、上限は０．２５％とす
る。
【００２６】
　Ｃｒ：０．０１～１．００％
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　Ｃｒはベイナイト変態を促進するのに有効な元素である。その効果を得るには０．０１
％以上添加するが、１．００％を超えて添加しても、その効果は飽和して合金コストがか
さむだけである。したがって、Ｃｒの含有量は０．０１～１．００％とする。
【００２７】
　Ａｌ：０．００１～０．５００％
　Ａｌは脱酸やオーステナイト粒の成長を抑制し高靭性を維持するのに有効である。さら
にＡｌは機械加工時に酸素と結合して工具面に付着し、工具摩耗の防止に効果がある。こ
れら効果を発揮するためには、下限は０．００１％とする。一方、０．５００％超では多
量の硬質介在物を形成し靭性、耐久比および被削性のいずれも低下する。したがって、上
限は０．５００％とする。
【００２８】
　Ｎ：０．００８０～０．０２００％
　ＮはＶ，Ａｌ等の各種合金元素と窒化物を形成し、オーステナイト粒の成長抑制やベイ
ナイト組織の微細化により強度を高めても高靱性を維持し、さらに高耐久比を得るために
重要な元素である。この効果を得るには、上限は０．００８０％とする。一方、０．０２
００％を超えると、その効果は飽和する。さらに熱間延性が著しく低下し、素材棒鋼の熱
間圧延や部品の熱間鍛造時の疵発生の問題が生じるため、上限は０．０２００％とする。
【００２９】
　（Ｃａ：０．０００３～０．０１００％、Ｍｇ：０．０００３～０．０１００％、Ｚｒ
：０．０００５～０．１０００％のうちの１種または２種以上を含有する）
　Ｃａ、Ｍｇ、Ｚｒはいずれも酸化物を形成し、Ｍｎ硫化物の晶出核となりＭｎ硫化物を
均一微細分散する効果がある。また、いずれの元素もＭｎ硫化物中に固溶し、その変形能
を低下させ、圧延や熱間鍛造後のＭｎ硫化物形状の伸延を抑制し、靱性等の機械的性質の
異方性を小さくする効果がある。これら効果を発揮するには、Ｃａ、Ｍｇの下限は０．０
００３％とし、Ｚｒの下限は０．０００５％とする。一方、Ｃａ、Ｍｇは０．０１００％
、Ｚｒは０．１０００％を超えると、かえってこれら酸化物や硫化物等の硬質介在物を多
量に生成し、靱性、耐久比および被削性は低下する。したがって、Ｃａ、Ｍｇの上限は０
．０１００％とし、Ｚｒの上限は０．１０００％とする。
【００３０】
　（Ｍｏ：０．０１～１．００％、Ｎｂ：０．００１～０．２００％、Ｔｉ：０．００１
～０．３００％のうちの１種または２種以上を含有する）
　Ｍｏ、Ｎｂ、Ｔｉは、Ｖと同様に、炭窒化物を形成し、ベイナイト組織を析出強化し強
度、耐久比を高めるのに有効な元素である。この効果を得るには、Ｍｏの下限は０．０１
％とし、Ｎｂ、Ｔｉの下限は０．００１％とする。いずれも必要以上に添加しても効果は
飽和し合金コストの上昇を招くだけである。したがって、Ｍｏの上限は１．００％とし、
Ｎｂの上限は０．２００％とし、Ｔｉの上限は０．３００％とする。
【００３１】
　次に上述した機械構造用鋼部品の鋼組織の限定理由について説明する。
【００３２】
　（面積率で９５％以上のベイナイト組織であり、ベイナイトラス幅が５μｍ以下）
　組織を面積率で９５％以上のベイナイト組織に規定したのは、主体組織がベイナイト組
織であれば高靭性、高耐久比を有するものの、その残部組織であるフェライト、残留オー
ステナイトまたは島状マルテンサイトが面積率で５％以上からなる場合、靭性、耐久比は
著しく低下するためである。これら残部組織が少なければ少ないほど、靭性、耐久比は高
く、好ましくは面積率で９７％以上である。さらに、ベイナイトラスの幅が５μｍ以下に
規定したのは、その幅が５μｍ超では比較的高温で変態したベイナイト組織でラス境界に
は粗大なセメンタイトが析出し、その靭性、耐久比は低いためである。ラス幅が狭いほど
、低温で変態したベイナイト組織であり、セメンタイトのサイズも小さくなり、より高靭
性、高耐久比を有する。したがって、好ましくはベイナイトラスの幅は３μｍ以下とする
。
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【００３３】
　次に上述した機械構造用鋼部品の製造方法の限定理由について説明する。
【００３４】
　上述した成分組成からなる鋼材を１１００℃以上、１３００℃以下に加熱することを規
定したのは、時効処理でＶ、Ｍｏ、Ｎｂ、Ｔｉの炭窒化物を十分に析出させることが目的
で、熱間鍛造前の加熱によってＶ、Ｍｏ、Ｎｂ、Ｔｉを鋼中に十分に溶体化させるためで
ある。加熱温度１１００℃未満では、Ｖ、Ｍｏ、Ｎｂ、Ｔｉを鋼中に十分に溶体化させる
ことができず、その後の時効処理での析出強化量が小さく、疲労強度、耐久比は低くなる
。一方、１３００℃を超えて必要以上に加熱温度を上げることは、オーステナイト粒の成
長を促し、その後の冷却過程で変態した組織が粗大となり靭性、耐久比が低下する。した
がって、鋼材の加熱温度を１１００℃以上、１３００℃以下とした。
【００３５】
　熱間鍛造した後、３００℃までにおける平均冷却速度を３℃／秒以上、１２０℃／秒以
下に規定したのは、面積率で９５％以上のベイナイト組織とし、ベイナイトラスの幅が５
μｍ以下とするためである。３００℃未満では、本発明で規定するベイナイト率、ベイナ
イトラス幅が、冷却速度によって変化しないことから、熱間鍛造した後から３００℃まで
の冷却速度を制限することとした。平均冷却速度が３℃／秒未満では、旧オーステナイト
粒界に沿って面積率で５％以上のフェライトが生成し、またベイナイトラスの幅が５μｍ
超となり、靭性、疲労強度および耐久比を著しく低下する。一方、平均冷却速度が１２０
℃／秒を超えると、ベイナイトラス境界に面積率で５％以上の残留オーステナイトや島状
マルテンサイトが生成し、靱性、耐久比(疲労強度／引張強さ)を顕著に低下する。
【００３６】
　該冷却後、５５０℃以上、７００℃以下で時効処理を施すことを規定したのは、この時
効処理で微細な鋼中にＶ炭窒化物等を析出させ、ベイナイト組織を析出強化させることに
より高耐久比を有する。処理温度が５５０℃未満では、Ｖ炭窒化物等の析出量が少なく十
分な析出強化量が得られず疲労強度、耐久比ともに低い。熱処理温度の下限は５５０℃と
する。一方、処理温度７００℃を超えると、Ｖ炭窒化物やセメンタイトが粗大化し十分な
析出強化量が得られず引張強さ、疲労強度ともに低く、耐久比も低い。熱処理温度の上限
は７００℃とする。上述したが規定の温度範囲内では、時効処理の温度が高いほど、耐久
比は向上するため、好ましくは６００℃以上であり、より好ましくは６５０℃以上とする
。
【００３７】
　なお、本発明によって高疲労強度、高靱性を有する機械構造用鋼部品が得られるが、被
削性を十分に確保するためには、引張強さは１２００ＭＰａ以下にすることが望ましい。
【００３８】
　本発明を実施例によって以下に詳述する。なお、これら実施例は本発明の技術的意義、
効果を説明するためのものであり、本発明の範囲を限定するものではない。
【実施例】
【００３９】
　表１に示す化学組成の鋼を１００ｋｇ真空溶解炉にて溶製した。これを直径５５ｍｍの
棒鋼に圧延後、鍛造用試験片を切り出し、表１に示す条件で鍛造、熱処理を行った。熱間
鍛造した後、３００℃までの冷却方法は油冷、水冷または空冷を行い、冷却速度を制御し
、その後、３００℃未満では空冷とした。平均冷却速度は、熱間鍛造した後の試験片の温
度から３００℃を差し引いた値を、熱間鍛造した後３００℃まで冷却するのに要した時間
で割って求めた。なお、表１の下線部は本発明の範囲外条件である。
【００４０】
　これら鍛造材の中央部よりＪＩＳ　Ｚ　２２０１の１４号引張試験片、ＪＩＳ　Ｚ　２
２７４の１号回転曲げ疲労試験片、およびＪＩＳ　Ｚ　２２０２の２ｍｍＵノッチ衝撃試
験片を採取し、引張強さ、２０℃シャルピー吸収エネルギー、および疲労強度を求めた。
ここで、疲労強度は回転曲げ疲労試験にて１０７回転で破断せず耐久した応力振幅と定義
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めた。
【００４１】
　鍛造材のＬ方向の１／４厚み部から組織観察用試験片を採取した。ベイナイトの面積率
は、試験片を鏡面になるまで研磨後、レペラーエッチングを行い、ベイナイト以外の残部
であるフェライト、島状マルテンサイト等の組織を確認し、５００倍の光学顕微鏡写真を
各１０視野撮影した後、画像解析により算出した。またベイナイトラスの幅は、試験片を
再度、鏡面になるまで研磨後、ナイタールエッチングを行い、５０００倍の走査型電子顕
微鏡写真を各１０視野撮影し、各視野１０箇所のラス幅を測定し、その平均値を求めた。
さらにＶ炭窒化物の析出状態は、試験片を電解研磨法により薄膜に仕上げた後、透過型電
子顕微鏡にて制限視野電子回折図形の解析やエネルギー分散形Ｘ線分光法による元素分析
により析出物を同定し、観察することにより調査した。
【００４２】
　Ｎｏ．１～１９の本発明例は、いずれも面積率で９５％以上のベイナイト組織で、その
ラス幅は５μｍ以下の微細組織であり、時効処理温度が５５０℃以上であるため、Ｖ炭窒
化物が十分に析出し、２０℃でのシャルピー吸収エネルギーは８２Ｊ／ｃｍ２以上、耐久
比は０．６１以上の高靱性、高耐久比を有する。被削性の確保のために引張強さは１２０
０ＭＰａ以下ではあるが、同程度の引張強さと比較すると明らかのように、従来例Ｎｏ．
２９のフェライト－パーライト非調質鋼より高疲労強度を実現している。
【００４３】
　これに対して、比較例Ｎｏ．２０，２１はＣまたはＳｉの含有量が多く、またＮｏ．２
７，２８は規定した鋼組成範囲内ではあるが、平均冷却速度が規定外で、ベイナイトラス
境界にフェライトや残留オーステンサイト等の残部の量が多く、またＮｏ．２８ではベイ
ナイトラスの幅が大きく、シャルピー吸収エネルギー、耐久比が低い。Ｎｏ．２２，２５
，２６は鋼組成、または熱処理条件が規定外で、十分な析出強化が得られず耐久比が低い
。Ｎｏ．２２，２３，２４は必要以上に合金元素が添加され、かえってシャルピー吸収エ
ネルギー、耐久比が低い。
【００４４】
　これから明らかなように、本発明で規定する条件をすべて満たすものは比較例、従来例
より靱性および疲労特性が優れている。
【００４５】
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